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1. 2010年度 中期経営計画の策定

当社は2010年8月1日に創立50周年を迎えます また 2010年1月には累積販売戸数200万戸を突破当社は2010年8月1日に創立50周年を迎えます。また、2010年1月には累積販売戸数200万戸を突破
いたします。
この節目となる2010年度を新たな飛躍の年と位置付け、今後の経営計画を策定し推進いたします。

住宅事業を取巻く環境は、高度成長期の量の時代から、質の時代へ変転し、それに呼応して政府の各種政策

も実行されて参りました。

一方、当社はそれら時代の流れを先取りするとともに、多様化する顧客ニーズに先手を打ち、妥協することの

ない住宅開発を行ってまいりました。

また、我が国における 優先課題とも位置付けられる地球温暖化防止の問題についても、住宅産業のリーディ

ングカンパニーとして率先して普及活動を行い牽引してまいりました。

しかしながら、一方ではリーマンショック以降経済環境は劇的に変化し、雇用不安とともに、個人の所得にも大

きな影響を与え、結果的に住宅マーケットも大幅な縮小を余儀なくされました。

このような事業環境の中、今まで以上に多様化するマーケットに対応するため、事業ポートフォリオを拡大し、
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■積水ハウス 累積販売戸数

同時に累積販売戸数200万戸の実績を経営資源とし、持続的な成長を求め事業を行って

まいります。
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2. 住宅事業における事業環境と計画概要

各事業の計画概要

• 戸建住宅請負市場は、リーマンショックの影響を脱し回復基調にあるものの、未だ厳しい状況下にあり

ます 政策面では従来の量から質 の転換に加え 環境配慮に いては税制のみならず 各種補助

各事業の計画概要

ます。政策面では従来の量から質への転換に加え、環境配慮については税制のみならず、各種補助

金等の拡充により回復のドライバーとなっています。当社は、これら環境配慮型住宅についても業界の

トップランナーとして、積極的な事業拡大を目論み、中高級路線を堅持いたします。

• 戸建住宅分譲事業については地価の下落もやや落ち着きを見せ、当社の強みである「街並みづくり」を

中心に推進いたします。一方、販売用土地については資産の効率化と保有リスク低減のため、圧縮に

努めるものとします。マンション分譲事業については、市場価格が値崩れを起こし販売活動が非常に困

難な状況にあるため、計画時において事業の選別をより厳しく行い、慎重な姿勢で臨むものとします。

• また、戸建分譲の市場については所得格差がより顕著になった影響を受け、小規模分譲住宅のマー

ケットの拡大がみられました。これに対応するため、積和不動産グループにおいて、的確なエリア分析

基づき ブ ド 拡 をに基づき、 MASTブランドの拡販を図ることとしました。

• 賃貸住宅請負市場については、オーナーの投資意欲は未だ回復に至っていないものの、資産ポート

フォリオにおいて賃貸住宅経営の潜在需要は根強く、高付加価値型の提案と積和不動産のプロパティ

マネジメント力による高い入居率の維持で、受注拡大を目論んで参ります。
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• 都市開発事業については、不動産市況の悪化に鑑み、従来の方針である、完成の後時期を移さず売

却という事業イメージを見直し、短･中期的に資産運用を行い、ストックによる収益を確保するとともに、

将来のリターンの拡大を目論むものとします あわせて 都市再開発事業の開発能力・リーシング能将来のリタ ンの拡大を目論むものとします。あわせて、都市再開発事業の開発能力・リ シング能

力・出口戦略等の機能強化を図るため、Ｍ＆Ａや提携・協力関係の構築も視野に入れ業務を推進して

参ります。

• 新規事業である海外事業については、既に販売活動を開始したオーストラリアをはじめ、ロシア、中国

など世界各国で順次住宅建築事業に取り組む予定であります。

• リフォーム市場については、成長市場であり、従来の当社物件のリフォームに止まらず、一般物件につ

いても積和建設の施工力を背景に、事業拡大を図ってまいります。これによりグループのリフォーム事

業は、積水ハウスオーナーに対応する積水ハウスリフォーム(株)、賃貸物件の大規模リフォーム及び

入居者の入退去時に対応する積和不動産グループ並びに一般物件に対応する積和建設グループで

全てのリフォ ムに対応できる体制となります全てのリフォームに対応できる体制となります。

• 戸建住宅請負事業においても、所得格差の影響による小規模注文住宅のマーケットが拡大しているこ

とを受け 積和建設グル プによるセカンドブランドを市場に投入し シェア拡大を図ることとしましたとを受け、積和建設グループによるセカンドブランドを市場に投入し、シェア拡大を図ることとしました。
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3. 成長戦略としての「環境」

住宅事業を取巻く政府の各種政策住宅事業を取巻く政府の各種政策住宅事業を取巻く政府の各種政策住宅事業を取巻く政府の各種政策

住宅ローン減税住宅ローン減税

住宅事業を取巻く政府の各種政策住宅事業を取巻く政府の各種政策住宅事業を取巻く政府の各種政策住宅事業を取巻く政府の各種政策

フラット35制度拡充フラット35制度拡充

過去 大の税額控除（ 大控除額600万円）

住民税からの控除も可能（減税措置の恩恵拡大）

融資率上限の引き上げ

（90％から100％に拡大）

優良住宅取得支援制度の拡充
補助金補助金

太陽光発電システム

燃料電池 ネ ム

優良住宅取得支援制度の拡充

長期優良住宅や耐震性等一定の基準を満たした場合

MAX20年間で0.3％の金利優遇
燃料電池エネファーム

長期優良住宅先導的モデル事業

生前贈与非課税枠の拡大生前贈与非課税枠の拡大

年間 利優遇

さらに当初10年間は1.0％の優遇予定

（次期国会にて承認の予定）

前贈与非課税枠 拡大前贈与非課税枠 拡大

富裕層の金融運用資産を、家族の住宅取得

資金に誘導し、若年層の住宅取得促進を図る

（1 500万円に拡大）

住宅エコポイント住宅エコポイント

ポイントの目安（予定）

エコリフォーム 標準的な戸建住宅に内窓（10窓）を設置

新たな投資型減税新たな投資型減税

ロ ンを利用しない層にも減税効果を拡大

（1,500万円に拡大） エコリフォ ム 標準的な戸建住宅に内窓（10窓）を設置

する場合：約15万ポイント

エコ住宅新築 エコ住宅で標準的な戸建住宅を新築

する場合：１戸当たり約30万ポイント
ローンを利用しない層にも減税効果を拡大

長期優良住宅の取得促進

住宅リフォームを促進 シート4



地球温暖化防止のための国民運動地球温暖化防止のための国民運動地球温暖化防止のための国民運動
「チャレンジ25キャンペーン」

地球温暖化防止のための国民運動
「チャレンジ25キャンペーン」

政府は、地球と日本の環境を守り未来の子供たちに引き継いでいくため、「チャレンジ25」と名付け、地球温暖化防止を推政府は、地球と日本の環境を守り未来の子供たち 引き継 で くため、 チャ ンジ 」と名付け、地球温暖化防 を推
進することとしております。その温暖化防止のための国民運動「チャレンジ25キャンペーン」として2010年1月14日からス

タートすることとなりました。当社は環境に対する取組み等が認められ、環境大臣より「エコファースト企業」として認定を
受けておりますが、この度「エコファースト推進協議会」の議長・副議長企業の代表企業の一社として、この活動の
スターティングメンバーとして参画することとなりました。タ ティ グ 参画する なりま 。

キャンペーンの構造

「チャレンジ25キャンペーン」 1 エコな生活スタイルを選択しよう

「6つのチャレンジ」

「チャレンジ25キャンペ ン」
リーダー 鳩山由紀夫内閣総理大臣
サブリーダー 小沢鋭仁環境大臣

キャプテン

「チャレンジ25キャンペーン」
応援団

1.エコな生活スタイルを選択しよう

2.省エネ製品を選択しよう

運営事務局：環境省地球環境局

キャプテン
加山雄三氏

スーパーアドバイザー

小宮山宏氏
メンバー

各界著名人

3.自然を利用したエネルギーを選択しよう

4.ビル・住宅のエコ化を選択しよう

企業・団体
チャレンジャー

個人
チャレンジャー

各界著名人

5.CO2削減につながる取組を応援しよう
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「6つのチャレンジ」の実践を通じた削減

6.地域で取組む温暖化防止活動に参加しよう

4. 経営目標

（百万円）

連 結
2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

金 額 前期比 金 額 前期比 金 額 前期比 金 額 前期比

（百万円）

売 上 高 1,370,000 △9.5 1,440,000 5.1 1,500,000 4.2 1,600,000 6.7

売 上 総 利 益 219,000 △24.8 252,000 63.6 266,000 5.6 288,000 8.3

不動産評価損 65,000 ― ― ― ― ― ― ―

販 管 費 195,000 △10.3 201,000 3.1 209,000 4.0 220,000 5.3

営 業 利 益 △41,000 ― 51,000 ― 57,000 11.8 68,000 19.3

経 常 利 益 △41,000 ― 50,000 ― 60,000 20.0 75,000 25.0

特 別 利 益特 別 利 益 ― ― ― ― ― ― ― ―

特 別 損 失 7,500 △84.8 1,500 △80.0 1,500 0.0 1,500 0.0

純 利 益 △31,500 ― 27,000 ― 34,000 25.9 42,000 23.5

R O A ― ― 3.85％ ― 4.22％ 9.6 4.96％ 17.5

R O E ― ― 3.73％ ― 4.56％ 22.3 5.46％ 19.7

E P S ― ― 39.95円 ― 50.31円 25.9 62.15円 23.5

シート6
＊2009年度の決算につきましては、不動産評価損の計上がなかった場合においては、営業利益、経常利益ともに計画しておりました利益を

達成する見込みでした。



5. 配当政策

当社 利益配分 基本方針に きまし は 中 長期にわたるより高 利益配分 実現と経営当社の利益配分の基本方針につきましては、中・長期にわたるより高い利益配分の実現と経営の

健全性を維持するため、中期的な平均配当性向については、 低40％を確保することを目指して

おります。

来期（平成23年1月期）の配当につきましては、本日（平成22年1月20日）発表いたしました、「次期配当の

お知らせ」の通り、来期は当社創立50周年を迎えるに当たり、記念配当を計画しております。

来期 配当予想に きまし は 第2 半期末配当8円に加え記念配当 円 期末配当8円 通期21円を来期の配当予想につきましては、第2四半期末配当8円に加え記念配当5円、期末配当8円の通期21円を

予定しております。

1株当り配当金
状

1株当り配当金

中間配当 期末配当 年間

2005年度
円 銭

10 00
円 銭

10 00
円 銭

20 00

配当の状況

2005年度 10.00 10.00 20.00

2006年度 10.00 12.00 22.00

2007年度 12.00 12.00 24.002007年度 12.00 12.00 24.00

2008年度 12.00 12.00 24.00

2009年度 10.00 ― 10.00

2010年度
（予想）

8.00
記念配当 5.00

8.00
21.00
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6. 経営計画の基本方針

経営計画の基本方針

① グループ連携の強化
コア事業の強化と事業ポートフォリオの拡大

② 環境配慮型住宅を事業拡大のドライバーに
グリーンファースト戦略グリーンファースト戦略

③ 全社構造改革の推進

④ 業務効率及び生産効率の改善、及びコストダウン

シート8



① グ プ連携 強① グループ連携の強化
コア事業の強化と事業ポートフォリオの拡大

工業化住宅請負事業

鉄骨戸建請負事業 木造戸建（ＳＷ）請負事業 賃貸住宅（ＳＨＭ）請負事業

不動産販売事業

工業化住宅請負事業

建売・売建事業

分譲マンション事業

戸建分譲事業

グランドメゾン等マンション販売事業

不動産販売事業

海外事業海外事業 オーストラリア ロシア 中国 その他

都市開発事業 フロー ストック

ﾏｽﾀｰﾘｰｽ・ｻﾌﾞﾘｰｽ事業ﾏｽﾀｰﾘｰｽ・ｻﾌﾞﾘｰｽ事業 仲介事業仲介事業

不動産賃貸事業

フィー事業

リフォーム事業 当社戸建リフォーム 当社賃貸住宅リフォーム その他リフォーム

その他事業

RC・エクステリア等

セカンドブランド事業

シート9

② グ 戦略を事 拡 ド バ

積水ハウスは創立以来 常に安全 安心 快適の追求にこだわり続けてきた功績が認められ

② グリーン戦略を事業拡大のドライバーに
グリーンファースト戦略

積水ハウスは創立以来、常に安全・安心・快適の追求にこだわり続けてきた功績が認められ、
「エコファースト企業」に認定されました。

当社の技術力と提案力により、お客様に対し３つのメリットを提案する「グリーンファースト戦略」
を展開することにより、快適な暮らしの実現と、環境配慮を実現します。

快適性
●安全・安心

●健康

お客様の３つのメリット

いつも今が
快適な暮らし

環境配慮

快適性

●長期優良住宅

●光熱費削減

●健康

環境に
やさしい暮らし

家計に
やさしい暮らし

環境配慮経済性
●光熱費削減

●CO2排出量削減・
ゼロエミッション

●「５本の樹」計画

住宅・建設業界で唯一の環境省認定「エコファースト」企業
1999年の環境未来計画以来、他社に先駆け住宅における環境配慮技術の普及を推進
①生活時及び生産時のCO2排出量削減を積極的に推進 （地球温暖化対策）①生活時及び生産時のCO2排出量削減を積極的に推進 （地球温暖化対策）
②生態系ネットワークの復活を積極的に推進 （生態系の再生）
③資源循環の取組みを徹底的に推進 （資源リサイクル、住宅の長寿命化）

シート10



③ 全社構造改革の推進

「現場力の強化による収益構造の改革」 ４つのテーマ

販売力強化に向けたお客様対応力の向上販売力強化に向けたお客様対応力の向上

生産部門集約化による生産性の向上

本社部門のスリム化を中心とした構造改革

グループ全体の連携強化による収益力の向上

「経営資源【人員の強化】」「経営資源【人員の強化】」

住宅マーケットに最適な組織体制の再構築及び人員のシフト

営業人員の増強営業人員の増強

新規又は拡大する事業部門の人材育成と人員の増強

グループ全体の連携強化を図るためのジョブローテーション

シート11

④-1 業務効率及び生産効率の改善、並びにコストダウンの推進

①2009年3月滋賀工場生産機能停止による稼働率改善及び出荷棟数の増大に伴う①2009年3月滋賀工場生産機能停止による稼働率改善及び出荷棟数の増大に伴う

付加価値利益

金額

旧 出荷材原価

新 出荷材原価

工場付加

金額

●

工場付加
価値利益滋賀工場の閉鎖により

損益分岐点を大幅改善

●

変動費
旧固定費

固定費
新固定費

約40億円

16,000棟 22,000棟 出荷棟数
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工場付加価値利益の推移

④-2 業務効率及び生産効率の改善、並びにコストダウンの推進

工場付加価値利益の推移

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

7 000 10 500 13 000 15 000

（百万円）

7,000 10,500 13,000 15,000

30,00020,000
付加価値利益 出荷棟数

付加価値利益
（百万円） 出荷棟数

15,00019,500

22,400

24,800
26,300

20 000

25,000

14,000

16,000

18,000
付加価値利益 出荷棟数

10,500

13,000

15,000

20,000

8,000

10,000

12,000

7,000

5,000

10,000

2,000

4,000

6,000

00

2,000

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
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④-3 業務効率及び生産効率の改善、並びにコストダウンの推進

②システム化による業務効率の向上②システム化による業務効率の向上

・商品開発時に生産から施工に至る情報のシステム統合
・各工場において、ロボットを中心としたオートシステムの促進

（百万円）

2009年度「一般管理費」は前期比約230億円の削減以後も継続したコスト削減に努め、
販管費率を削減

③一般管理費の推移

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

一般管理費 195 000 201 000 209 000 220 000

（百万円）販管費率を削減

般管理費 195,000 201,000 209,000 220,000

一般管理費/売上高 14.2％ 14.0％ 13.9％ 13.8％

内訳 （人件費） 103,000 107,000 110,000 112,500内訳 （人件費） , , , ,

（販売費） 23,000 23,000 25,000 28,000

（広告宣伝費） 19,000 20,500 21,000 23,000

（その他） 50,000 50,500 53,000 56,500
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④-3 経営の効率化により、安定的な収益力の確保を目指す

工業化住宅請負事業の営業利益率改善 目標10％以上

10

12

9.9％
10.5％ 10.5％

％

8

10
8.1％8.5％

4

6

0

2

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
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（百万円）

事 業 区 分 別 売 上 高 計 画

（百万円）

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

鉄骨戸建請負事業 285,000 330,000 342,000 365,000

木造戸建（SW）請負事業 93 000 108 000 120 000 125 000業化住宅業化住宅 木造戸建（SW）請負事業 93,000 108,000 120,000 125,000

賃貸住宅（SHM）請負事業 222,000 232,000 233,000 235,000

小計 600,000 670,000 695,000 725,000

工業化住宅
請負事業

工業化住宅
請負事業

建売・売建事業 214,000 170,000 176,000 182,000

分譲マンション事業 51,000 56,000 60,000 55,000

小計 265,000 226,000 236,000 237,000

不動産販売事業不動産販売事業

当社戸建リフォーム事業 47,100 50,000 55,000 60,000

ﾏｽﾀｰﾘｰｽ･ｻﾌﾞﾘｰｽ事業 344,000 362,000 380,000 400,000ﾌｨｰ事業

リ不動産不動産
当社賃貸住宅リフォーム事業 21,000 23,000 26,000 30,000

その他リフォーム事業 10,300 18,000 24,000 30,000

小計 78,400 91,000 105,000 120,000

リ
フ
ォ
ー
ム

事
業

不動産
賃貸事業

その他

不動産
賃貸事業

その他
セカンドブランド事業 700 5,000 10,000 15,000
・RC・エクステリア・仲介事業
・保有固定資産による賃貸事業
・その他・消去

81,900 86,000 74,000 103,000

そ
の
他

事
業

その他
事業
その他
事業

シート16

合 計 1,370,000 1,440,000 1,500,000 1,600,000

＊上記表はセグメント主要項目を抜粋した計画表です。



7. 事業別戦略 ① -1 工業化住宅請負事業 【戸建請負事業】

中高級商品戦略中高級商品戦略

中高級商品の展開により、２次取得者を中心に受注拡大を図ります。

＜参考＞ 面積帯別 持家着工戸数と当社シェア＜参考＞ 面積帯別 持家着工戸数と当社シェア

％戸数

8 0 8 0
9140,000

市場着 数（持家） 当社シ

6.0

6.6
6.26.05.9

7.0

5.9

6.5
6.2

6.15.8

8.0

5 4

6.26.2
6.7 6.8

8.0

6

7

8

100,000

120,000
市場着工戸数（持家） 当社シェア

3.0

4.24.34.24.0
3.7 3.5

5.4

3

4

5

60,000

80,000

2.0
2.22.32.32.2

1

2

3

20,000

40,000

00
2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
1
2

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
1
2

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
1
2

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
1
2

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
1
2

70～100㎡ 100～120㎡ 120～150㎡ 150～180㎡ 180㎡超

注：70～100㎡のシェアには、セカンドブランドによる販売増を含んでいます。
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中高級商品戦略 【鉄骨戸建請負事業】

① -2 工業化住宅請負事業 【戸建請負事業】

中高級商品戦略 【鉄骨戸建請負事業】

５０周年記念モデルとして、中高級の３商品を2010年に発売します。

２階建 3階建階建 階建

IS STAGE ＢＩＥＮＡ

IS ORDER

B ECORD

ＧＩＯ－ＴＲＩＳＴＡＧＥ

50
周
年

モ
デ
ル
Ｃ

中

高

Be ECORD

Dyne’s

50
周
年

モ
デ
ル
Ａ

高

級

Dyne s

Be ECORD
Casual

Be free

ＦＵＮＴＡＳ
50
周
年

モ
デ
ル

年
ル
Ｂ
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中高級商品戦略 【木造戸建請負事業＝シャーウッド事業】

① -3 工業化住宅請負事業 【戸建請負事業】

中高級商品戦略 【木造戸建請負事業 シャ ウッド事業】

５０周年記念モデルとして、中高級の新商品を2010年に発売します。
また、木造戸建（シャーウッド）については、工業化住宅といった性能面での優位性を確保しつつ、木造の質感をさらに表現するた
め “日本の銘木シリ ズ” を展開しますめ、 日本の銘木シリーズ を展開します。

２階建 3階建1階建

和 モダン 洋

ｴﾑ・ｸﾞﾗｳﾞｨｽ
ｽﾃｰｼﾞ

縁の家 ｴﾑ・ﾍﾞﾙｻ
ｴﾑ・ｸﾞﾗｳﾞｨｽ

ヴィラ

中

里楽

マキシオ

50
周
年

モ
デ
ル

中

高

級

パーソナル
オーダーメード

エム・ナチュラ エム・ナチュラ
50
周

モ
デ

いおり グリーンファースト
周
年

デ
ル
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グリ ンファ スト戦略

① -4 工業化住宅請負事業 【戸建請負事業】

グリーンファースト戦略

グリーンファースト商品の積極的販売により、お客様の快適な生活の実現とＣＯ2削減に貢献します。

■グリーンファースト率
■CO2削減量

59% 59% 62%60%

70%
75%

80%

70%

80%

90%

1,200

1,400

（太陽光発電、燃料電池の搭載率）棟 搭載率

43%

50% 52% 54%

50%

60%

50000

60000

■CO2削減量
ＣＯ２削減量（ t -CO2 ） 削減率 （1990年比）

24%

35%
40%

49%51%
55%55%

59%59% 60%

30%

40%

50%

60%

600

800

1,000

45,843
50,174

29%
33%

20%

30%

40%

20000

30000

40000

219
458 482

673 680 753
502

718 781 792
650

24%

0%

10%

20%

30%

0

200

400
23,379 24,241

29,665

39,509
,

0%

10%

20%

0

10000

20000

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 累計

（棟数）

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 累計

グリーン
ファースト

太陽電池 197 409 433 622 639 714 484 697 744 773 631 6,343

エネファーム
（家庭用燃料電池）

47 100 117 148 133 129 78 99 110 106 85 1,152

グリーンファーストプレミアム 25 51 67 96 92 91 60 78 75 87 68 790

＊グリーンファースト ： 当社販売の環境配慮型住宅（太陽電池又はエネファームのいずれか設置）
グリーンファーストプレミアム ： 太陽電池、エネファームを併設 シート20



グリ ンファ スト戦略

① -5 工業化住宅請負事業 【戸建請負事業】

グリーンファースト戦略

グリーンファースト商品の積極的販売により、お客様の快適な生活の実現とＣＯ2削減に貢献します。

• 持家市場のボリュームと、トップメーカーとしての当社のポジショニングを勘案し、中高級商品戦略に合致し

エリアマーケティング戦略

た、メリハリのあるエリアマーケティング戦略を実施します。

• 持家市場の富裕層をターゲットに50周年記念モデルを中心とした商品展開を致します。持家市場の富裕層をタ ゲットに50周年記念モデルを中心とした商品展開を致します。

請負戸建 1棟当たり売上金額 3.3㎡当り売上金額

（千円）

2007.01 30,375 698

2008.01 31,058 713

2009 01 31 641 7312009.01 31,641 731

2009.07 31,404 740

シート21

中高級商品戦略

① -6 工業化住宅請負事業 【賃貸住宅請負事業】

中高級商品戦略

２階建 3・4階建

BEREO シリーズ

賃貸請負
1棟当たり
売上金額

3.3㎡当り
売上金額

（千円）

中

高

CURAVIE

50
周
年

モ
デ
ル 2007.01 39,852 534

級 CURAVIE
シリーズ

New 2008.01 41,565 538

CRECCEO シリーズ

New

2009.01 45,528 557

2009 07 50 948 5762009.07 50,948 576
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中高級商品戦略

① -7 工業化住宅請負事業 【賃貸住宅請負事業】

中高級商品戦略

中高級商品をオーナー様に提案し、長期にわたる賃貸住宅の価値＝「経年価値」を創造することにより、良質な賃貸住宅ストック

の形成をはかり、積和不動産と連携したストックビジネス（一括借上げ事業）の拡大を目論みます。

• ３階建てシャーメゾン 「ゼクサ」
• ２階建てシャーメゾン 「ヴィラーチェリミテッド」

コストパフォーマンスを重視した２つの中級商品を
2009年秋に投入済み。拡販をはかる。

• シャーメゾンタウンの受注促進

当社の強みである不動産コンサルティング力を駆使し、街並みと
して資産価値の高い“シャーメゾンタウン”の受注を積極的に展開
します。

シート23

① -8 工業化住宅請負事業 【賃貸住宅請負事業】

グリーンファースト戦略

• 入居者の光熱費削減と、CO2排出量削減を目的とした シャーメゾン

Ecoスタイルの受注促進。Ecoスタイルの受注促進。

• 太陽光発電、オール電化、エコキュートを搭載した 「シャーメゾンEco

スタイル クロスソーラー」 モデルを積極的に推進し、入居者への環境

意識の啓蒙と地球環境 の貢献を図る意識の啓蒙と地球環境への貢献を図る。

エリアマーケティング戦略

• フロービジネスとストックビジネス（累積販売戸数200万戸の実績を

最大限活用）の両輪戦略を以て、中高級商品戦略に合致した、

メリハリのあるエリアマ ケティング戦略を実施メリハリのあるエリアマーケティング戦略を実施。

• 具体策は、以下の通り。

東京シャーメゾン事業本部、関西シャーメゾン事業本部の設立
首都圏への人的資源シフト
その他の地域においては、積和不動産各社と連携した重点都市戦略の展開
積水ハウス賃貸部門との連携を強化し高い入居率維持を確保する
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① -9 工業化住宅請負事業 【賃貸住宅請負事業】

■賃貸住宅シャーメゾンの太陽光搭載率

20 0%
25.0%

30.0%

30%
35%

80

100
搭載棟 搭載率

■賃貸住宅シャ メゾンの太陽光搭載率

棟
今年度 334棟

5 8 14 30 20 27 18 55 35 64 58
2.0% 2.1% 3.4%

8.1%
5.3% 6.4% 5.4%

13.2%
8.9%

15.1%16.2%
20.0%
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80

0%
5%

0

59期

104棟 230棟

■賃貸住宅シャーメゾンのオール電化率 今年度 1,050棟

10.2%11.8%
18.6%

29.4%
22.3%

28.3%
21.9%

27.9%31.3%
35.3%36.2% 37.0%38.5%40.0%

20%
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50

100

搭載棟 搭載率

26 45 77 109 84 117 73 116 123 150 130
0%
10%

0

50

59期

458棟 592棟
シート25

② 不動産販売事業

販売価格帯を拡大することで、従来に加え新規購買層にも訴求できる商品を投入し、マーケットシェア拡大を目指す。

当社グループ会社の積和不動産グループによる、的確なエリア分析に基づき、MASTブランドのシェア拡大を図ります。

事業内容 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

（百万円）

建売・売建事業 214,000 170,000 176,000 182,000

分譲マンション事業 51,000 56,000 60,000 55,000

計 265,000 226,000 236,000 237,000

300 000

分譲マンション事業 建売・売建事業

200,000

250,000

300,000

50,000

100,000

150,000

0

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
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③ -1 リフォーム事業【戸建住宅】

戸建リフォ ム事業戸建リフォーム事業

• 当社戸建オーナーのリフォーム事業については、女性社会人採用（リフォームアドバイザー）の積極的採用

により人員を投入し、事業拡大を図る。

般（当社物件以外）リ ム事業に いては 2012年度に 200億円を目標• 一般（当社物件以外）リフォーム事業については、2012年度に 200億円を目標。

（百万円） （人）

90 000
2000100,000

カスタマ ズセンタ 売上 般リフォ ム売上

20 000
9,000

10,000

68,000

79,000

90,000

1600

1800

70 000

80,000

90,000
カスタマーズセンター売上 一般リフォーム売上

積水ハウスリフォーム㈱売上 積水ハウスリフォーム㈱営業人員

3 000

10,000

15,000

20,000

8,474 8,093
7,300

8,000
54,724 55,166 57,400

,

830人
900人 1000

1200

1400

50,000

60,000

70,000

46 250 47 073 47 100 50 000
55,000

60,000

3,000
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700人 729人 750人
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800

30,000

40,000

46,250 47,073 47,100 50,000

0

200

400

0

10,000

20,000
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00

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

③ -2 リフォーム事業 【賃貸住宅】

賃貸住宅リフォーム事業賃貸住宅リフォ ム事業

• 当社が建築した賃貸住宅ストック（積和不動産各社の管理戸数約４５万戸＋非管理戸数５５万戸＝１００万戸）

に対し、賃貸住宅の安定経営に必要な再投資計画をオーナーに提案し、賃貸住宅リフォーム事業を拡大。

30,000
35,000

賃貸住宅リフォーム売上 退去時補修工事等売上

（百万円）

5 000

7,000

21 000
23,000

26,000

30,000

25,000

30,000

2,000
3,000

5,000

17,372 18,495
21,000

20,000

17,372 18,495 19,000 20,000 21,000
23,000

10,000

15,000

,

0

5,000

0

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
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③ -3 リフォーム事業 合計

リフォーム事業 合計リフォ ム事業 合計

• 戸建リフォームと賃貸住宅リフォームとあわせて、２０１２年度に 売上高1,200億円を目指す。

（百万円）
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200,000
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160,000 一般リフォーム売上
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リフォーム
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10,000

15,000
20,000
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8,000

9,000

10,000
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23,00072,096 73,661
8, 00
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不動産賃貸事業

④ フィー事業

不動産賃貸事業

• 積和不動産グループ６社が管理する賃貸住宅戸数は約４５万戸に達しており、大半が一括借上という事業形態

で貸主としてオーナーのリスクを分散して受け持つことにより、30年にわたり事業を継続してきた。

• 一括借上事業については、シャーメゾンの新規受注による拡大はもとより、良質な建物管理と入居審査及び入

居者サービスの徹底により高入居率を確保し、収益性を向上させることでオーナーの資産価値を最大化し、

2012年度にはノンアセットのフィービジネスで4 000億円の売上を目論む2012年度にはノンアセットのフィ ビジネスで4,000億円の売上を目論む。
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8. 都市再開発事業の今後の展開について

市場環境を考慮した事業の見直し

評価損の計上と今後の保有開発物件の方針 評価損の額は総額で650億円

今後の方針 プロジェクト名 所在地 概 要 敷地面積 延床面積 完成予定

【売却予定】 台場ガーデンシティビル
東京都
港区

オフィスビル 約2,900㎡ 約18,700㎡ 完成済

【出口戦略】
本町ガーデンシティ 大阪市 オフィス、ホテル、等 約3,700㎡ 約50,000㎡ 2010年

【出口戦略】
開発後

不動産環境に応じ
3～5年で売却

本町南ガーデンシティ 大阪市 オフィスビル 約3,700㎡ 約47,000㎡ 2011年

御殿山プロジェクト 東京都御殿山プロジェクト
A・C

東京都
品川区

オフィスビル 約22,700㎡ 約84,000㎡ 2011年

【保有戦略】

御殿山プロジェクト
B・D

東京都
品川区

マンション 約5,300㎡ 約9,700㎡ 2011年

【保有戦略】
固定資産に振替

付加価値の高い資
産として保有

梅田北ヤード 大阪市
オフィス、商業施設、

マンション等
約37,900㎡ 約483,600㎡ 2012年

京都プ ジ クト 京都市 星ホ 約 ㎡ 未定 未定京都プロジェクト 京都市 ５つ星ホテル 約6,100㎡ 未定 未定
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都市再開発事業 ― ①

【売却予定】・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・台場ガーデンシティ

フロー戦略物件の利益（NOI）

【売却予定】・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・台場ガーデンシティ

【不動産市況の回復後売却】 ・・・ ・・・ 本町ガーデンシティ・本町南ガーデンシティ・御殿山A・Cブロック

物件名 竣工時期 フル稼働時のNOI CAP

台場ガーデンシティ 2007.12

NOI 約102億 平均 約5.0％
本町ガーデンシティ 2010.06

本町南ガーデンシティ 2011.03

御殿山A・Cブロック 2011.02

（百万円）ストック戦略物件の利益（NOI） ＊2009年度資産及びNOIは1月20日時点における数値です。

物件名 2009年度
総資産

2009年度
NOI

2012年度
総資産

2012年度
NOI

（百万円）ストック戦略物件の利益（NOI） 2009年度資産及びNOIは1月20日時点における数値です。

当 社 住 居 系 運 用 資 産 67,000 2,900 73,000 3,200

当社オフィスビル等運用資産 73,000 2,600 130,000 2,600

合 計 140,000 5,500 203,000 5,800
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本町ガ デ シテ

都市再開発事業 ― ②

本町ガーデンシティ
○「都市再生特別地区」の適用を受けたシンボリックな開発です

「御堂筋本町」は大阪のメインストリートである御堂筋に面するオフィス街です。沿道には関

西を代表する一流企業の本社ビルをはじめ、各種有名企業が入居するオフィスビルが軒を連ねて

います。 本計画地における開発計画は、都市計画審議会の承認を得て「都市再生特別地区」の

適用を大阪市より受け 豊かなライフスタイルを提供する高級ラグジ アリ ホテルと高規格オ適用を大阪市より受け、豊かなライフスタイルを提供する高級ラグジュアリーホテルと高規格オ

フィスを融合させた計画として、周辺地域の活性化をリードする賑わい拠点になるよう期待され

ています。さらに、従来からある御堂筋沿道の高さ規制を突破する130メートルを越える建物

は、新しい御堂筋を象徴するランドマークとなります。

○ 御堂筋にふさわしい歴史と文化を継承するビルです

御堂筋周辺には 長年培われてきた有形無形の資産が多数あります 計画地はその「御堂筋」御堂筋周辺には、長年培われてきた有形無形の資産が多数あります。計画地はその「御堂筋」

と「本町」の角地に面して1,000坪以上の敷地規模を持っていますが、このようなポテンシャル

の高い土地での開発を行います。

○ ホテルやオフィスが複合した「新たな御堂筋の財産」を目指します

本建物の用途構成は地階、低層部に店舗、３階～10階にはワンフロアーあたり約600坪の高

規格オフィス、そして11階から27階はスターウッドグループの最高級ブランドである「セント

レジス ホテル 大阪」（総客室約160室）となります。ホテル館内には、2つのレストラン、

バー、スパ、ボールルームなどの魅力的な施設を擁する予定です。また12階のホテルロビーフ

ロアには、開放感と自然光あふれるラウンジに面した屋上庭園が設けられ、地上50ｍに新たな

都市情景が創出されることとなります 今後も都市に集う人々が求めるアメニティー 先進的な都市情景が創出されることとなります。今後も都市に集う人々が求めるアメニティー、先進的な

機能、そしてホスピタリティーを高いレベルで融合させた開発事業となるよう努力を続けてまい

ります。
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本町南ガ デ シテ
重厚な石貼りの基壇部は、御堂筋の持つ歴史を継承し、ビルに高い

都市再開発事業 ― ③

本町南ガーデンシティ

ランドスケープ

・全体として御堂筋の街並みの魅力

に貢献する緑豊かな植栽計画としま

重厚な 貼り 基壇部は、御堂筋 持 歴史を継承 、 高
格を与えます

＊低層部の外壁に自然石を用いた重厚なたたずまいは街並みの形成
に大きく貢献します
豊かな銀杏並木と積水ハウスの‘5本の樹計画’に基づく外構計画
が、
御堂筋と一体化した広がりのある外部空間を形成します

に貢献する緑豊かな植栽計画としま

す

・画一的でない風景の展開が、道行

く人々に四季のうつろい、楽しみを

＊敷地の中にも銀杏並木を設け、また地域の生態系を守るために、
その土地の植生に配慮した樹木を植える‘５本の樹計画’に基づい
た外構計画です。大阪のメインストリートと一体化したランドス
ケープを展開します

＊もう一つの顔である車寄せ空間は、正面に緑を配置して到着を印
象的に演出します
耐震設計

与え、厚みのある豊かな外部空間を

演出します

・道路に面した３方に十分な公開空

地を確保し、緑豊かで魅力のある開

耐震設計
＊本建物の基礎は洪積砂礫層（GL－42ｍ）を支持層とした場所打コ
ンクリート杭基礎で計画しています

＊地震時に建物の主要な構造部材の損傷を軽減するための制震ブ
レースを各階に配置し、一般建築と比較して耐震性能を高めたAグ
レードとして計画しています

地を確保し、緑豊かで魅力 ある開

放的な空間を演出します

・建物の外壁同様、外構の床や植栽

回りには自然石を使用し、年月を重

ねるほどに美しさや趣が増す「経年ねるほどに美しさや趣が増す「経年

美化」の思想による計画とします

大阪市役所 土佐堀通り 中央大通り 本町南ガーデンシティ本町通り

東本願寺難
波別院

（南御堂）

難波
神社

日本
銀行

北御
堂
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御殿山プ ジ クトA C

都市再開発事業 ― ④

御殿山プロジェクトA・C
■ 東側（品川より）からソニー通り沿いの外観を望む Aブロック ■ Cブロック

テナントとの20年長期賃貸契約済み

開発コンセプト －御殿山の風景の再生－

地域の自然を再生、丘の風景の再生によって新たな街を創造

４つの計画地をつなぐ街並みとランドスケープ

高さではなく横への拡がりを重視した建物ヴォリューム

「住まい」を感じさせるファサード・・邸宅のようなオフィス

開発コンセプト －御殿山の風景の再生－

免震技術などによる安全・安心な建物

環境に対し配慮した街づくり

高さではなく横への拡がりを重視した建物ヴォリューム

■ 北西(Ｄブロック)からの眺め
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■■ 事業戦略事業戦略概要概要

9. 海外事業の今後の展開について

■■ 事業戦略事業戦略概要概要

■昨今の経済状況や、人口減少などにより国内の住宅関連市場が縮小、成熟していく中で、質においても量
においても大きな可能性が見込める海外市場を厳選し、積極的に展開していく時期を迎えたと判断していま
すす。
■1999年の環境未来計画発表以降、「環境」を経営の主題として掲げた当社の取組みは、2008年洞爺湖サ
ミットでの「ゼロエミッションハウス」の建設を契機に世界各国からの注目を得るに至っています。

■世界的な環境配慮に対する意識の向上を追い風に 当社の持つサスティナブルな街づくり思想や環境技術■世界的な環境配慮に対する意識の向上を追い風に、当社の持つサスティナブルな街づくり思想や環境技術
を、様々な国の文化、習慣と融合させながら、環境に配慮した街づくり、環境に配慮した住宅づくりを目指
します。
■リゾート開発といった方向の不動産投資ビジネスを行うのではなく、住環境創造企業として、国内事業の
延長線上にある住宅事業に参入し 現地の住環境の向上に寄与することを目指します延長線上にある住宅事業に参入し、現地の住環境の向上に寄与することを目指します。

■各国で積極的な事業の拡大を行うために、高品質なプラットホームを即座に築くことができる優良なデベ
ロッパー、ホームビルダーのＭ＆Ａや提携・協力関係の構築を行い、現地に根差した開発・住宅の供給に努
めます

■中・長期的には単年度で500～1,000億円の売上の実現、さらには当社総売上の1割を占める2,000億円以上
の売上を目標とし、当社住宅事業全体の一翼を担っていくものとして位置づけます

めます。

当社 戦略的事業地域 基本条件当社の戦略的事業地域の基本条件

・人口が増加し、安定した住宅需要やその拡大傾向が顕著である
・対象国、地域の今後の経済的発展が見込まれる
・環境、省エネに対する取組みに積極的である環境、省 ネに対する取組みに積極的である

様々な調査の結果、次項第1次国際事業候補地とし、事業を展開していきます。

シート36



海外戦略 ― ①

■■ 具体的な展開内容具体的な展開内容■■ 具体的な展開内容具体的な展開内容

・シドニー、ブリスベン、メルボルンの主要3都
市近郊を中心に、宅地開発事業・街づくり事業・
分譲マンション事業の展開を図ります分譲マンション事業の展開を図ります。

・それぞれの地域で行政の協力を得ながら、環境
に配慮した街づくりを展開していきます。

ＳＨＡＷＯＯＤ構法（積水 ウスオリジナルの・ＳＨＡＷＯＯＤ構法（積水ハウスオリジナルの
木造住宅システム）の導入により、高品質な住宅
を供給することで、差別化を図ります。

・現地大手デベロッパーとの協力関係を構築し、
新たな事業機会の取得を目指します。また現地大
手ビルダーとの協力関係の構築、あるいはＭ＆Ａ
により建築請負事業への参入を目指します。

・シドニー近郊にＳＨＡＷＯＯＤ用プレカット工シドニ 近郊にＳＨＡＷＯＯＤ用プレカット工
場を設置し、現地生産体制を整えるとともに、現
場でのゴミを減らし、省資源に貢献します。

概要 位置 開発総面積 総区画数

CAMDEN HILLS 住宅開発(ゴルフ場内包) シドニーから南西に40ｋｍ 約210ha 2100戸

RIPLEY VALLEY 複合開発（戸建・商業） ブリスベンから南西に40ｋｍ 約173ha (全体:10,000ha) 2500戸

WENTWORTH POINT マンション開発 シドニーから西に20ｋｍ 約8.3ha (全体:18.2ha) 2000戸
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海外戦略 ― ② Wentworth Point

■■ 具体的な展開内容具体的な展開内容

10月より販売が開始

総供給戸数 約2 000戸（新規分譲 ）総供給戸数：約2,000戸（新規分譲マンション）

総面積総面積
約18.2ha

内開発面積内開発面積
約8.3ha

（当社シェア75％）

開発エリア内で1 344戸開発エリア内で1,344戸

がすでに建設済み

今回販売を行っています今回販売を行っていますCORCICACORCICA棟棟 全２１５戸のうち、全２１５戸のうち、

1212月末時点で、申し込み１５０戸、内契約１００戸と順調に推移。月末時点で、申し込み１５０戸、内契約１００戸と順調に推移。
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海外戦略 ― ③ Wentworth Point

・当社（75％）PAYCE INDUSTRIES 社（25％）によるＪＶ事業。

・先行して販売を行い80パーセント程度の販売を完了してからマン
ションの建設を開始していく手法を用い リスクの軽減を図ります。ションの建設を開始していく手法を用い、リスクの軽減を図ります。

・今後は海に面したロケーションからマンションの建設を開始してい
くことで良好な環境を先に形成し、付加価値を高めていきます。

・海沿いという最高のロケーションを活かした計画としています。

・集合住宅においても里山と５本の木の考え方を導入し風の抜けや
敷地周辺環境

集合住宅においても里山と５本の木の考え方を導入し風の抜けや
生態系の維持を目指すと同時に、戸建事業とのコンセプト、ブランド
の共有化を図ります。

・「ユニバーサルデザイン」、「コンパクトデザイン」と共に「サステナブサルデザイン」、 ン クトデザイン」と共に サステナブ
ルデザイン」をコンセプトに掲げ、実際の居住者へのライフスタイル
の提案を行います。

2009年10月より投資家向けにCORCICA棟（全215戸）の販売を開・2009年10月より投資家向けにCORCICA棟（全215戸）の販売を開
始しており、12/23現在で約150戸の申し込み100戸の契約という状
況で順調に推移しています。2010年2月から一般エンドユーザー向
けの販売を開始し、2010年5月の着工を目論んでいます。

CORCICA棟イメージパース
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海外戦略 ― ④ Camden Hills

・敷地の南北に緑の軸（SATOYAMA）をデザイン。SATOYAMAを通してコ
ミュニティを育むと同時に、SATOYAMAの保水や風を起こす力を利用し
環境装置として利用します。

・SATOYAMA、街路樹等の植栽に関して、多くの在来種を選定し、生態
系の維持を目指します。系の維持を目指します。

・共有部だけでなく各家庭からも地域に根差した環境づくりを行う事
を目標に、日本で実践している５本の木計画をガイドラインとして制
定。
各戸の庭に在来種を植えることで自宅の庭とSATOYAMAを生き物たちが各戸の庭に在来種を植えることで自宅の庭とSATOYAMAを生き物たちが
つなぐ生態系ネットワークをつくり、街全体として生態系の維持を考
えます。

・ランドスケープガイドラインを定め、街全体が緑に包まれるような
街づくりを行っていきます。

・日本で行っている当社の「ｎ×豊か」のコンセプトにより、豊かな
日照、通風を確保した、緑豊かな街づくりを行います。

・Home World（展示場運営会社）を誘致し土地を売却した上で、60区
画程度の展示場を設置することで集客力を高め、土地分譲・建物の拡
販に努めます。

・近接した当社工場を「夢工場」のような施設とすることで 相乗効・近接した当社工場を「夢工場」のような施設とすることで、相乗効
果を生み出し販促活動に繋げます。

・環境に配慮した当社の街づくりの提案に対し、ＮＳＷ州から好意的
に捉えていただいており、協力を得ながら事業を推進していきます。

・2010年5月から展示場建設開始、8月以降に事業が本格化していきま
す。
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海外戦略 ― ⑤ Ripley Valley

・ SATOYAMAの考えを導入し、各地域にそれぞれ特徴SATOYAMAの考えを導入し、各地域にそれぞれ特徴
をもったSATOYAMA空間、オープンスペースをデザイ
ン。環境装置としての役割の他、子供たちへの環境教
育の場を提供します。

・日本にある「MICHI」の考え方を取り入れ、広場空
間や、様々な場をつなぐ緑のネットワークを創出。紫
外線への配慮を行い、街路樹がもたらす豊かな影の下
でジョギングやサイクリングなどオーストラリアに根
差したアクティビティの場を提供します差したアクティビティの場を提供します。

・現在の地形を極力活かした計画とし、環境負荷の削
減を図ると共に、既存樹木や池などを保存、活用する
計画とします。計画とします。

・住宅開発と並行して商業地域の開発を進めていきま
す。商業エリアは本リプリーバレープロジェクト全体
の中心エリアであると共に、周辺からの利用も望める
立地です。

・日本で行っている当社の「ｎ×豊か」のコンセプト
により、豊かな日照、通風を確保した、緑豊かな街づ
くりを行いますくりを行います。

・当社の環境開発理念に共感を頂いたＱＬＤ州、イプ
スウィッチ市の積極的な協力体制を得て、道路などイ
ンフラ関係の先行敷設を進めていきます。ンフラ関係の先行敷設を進めていきます。

・2011年5月以降に土地分譲、住宅建設事業を本格化
していきます。
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海外戦略 ― ⑥

オーストラリア 人口 2129万3千人（52位）オ ストラリア
持家率は70%で、住宅全体の76%は
戸建住宅。全人口の55%が4大都市

（シドニー、メルボルン、ブリスベン、
パース）に居住。

-人口 : 2129万3千人（52位）
-人口増加率：+1.07 （126位）
-面積 : 7,686,850k㎡（6位）
-GDP : 1兆0,106億ドル（15位）
-首都 : キャンベラ

政策金利は2009年10月から3カ月連
続で引き上げを行い(3.0%→3.75%)
政府はGDP成長率予測を+1.5%へと
上方修正。2010/11年度についても
+2.75%の成長予測。

オーストラリアの人口増加率は年
1.6%（3年で100万人のペース）。
自然増加に加え移民の増加。

の成長予測。

住宅価格に関しては世界的な金融危
機に際して主要都市圏の不動産市場
も影響を受けたが、2009年2月から価
格上昇に転換。

ロシア
モスクワ市・州の人口増が顕著であり、ＧDＰ、 不動産開発に関する外資、内資の区別が無

提供：野村総合研究所

-人口 : 1億4190万3979人（9位）
-人口増加率：-0.40（221位）
-面積 : 17,075,200k㎡（1位）
-GDP : 1兆6,765億ドル（11位）
-首都 : モスクワ

モスクワ市 州の人口増が顕著であり、ＧDＰ、
住宅供給面積も増加している。

経済危機後も安定して住宅の価格が上昇して
いる。

不動産開発に関する外資、内資の区別が無
い。

政府の優先事業として住宅供給の拡大と住宅
ローン制度の整備をあげている。

中国
世界経済の中で他国に先駆けて、底打ちの兆しが顕在化。
GDP成長率は2009上半期で7 1%

-首都 : モスクワ

GDP成長率は2009上半期で7.1%。

政府の内需刺激策により4兆元（約50兆円）投入。インフラ関
連投資が8割相当を占める。

鉄道関係のインフラに

-人口 : 13億4575万1千人（1位）
-人口増加率: ＋0.63（153位）
-面積 : 9,596,960k㎡（3位）
-GDP : 4兆4,016億ドル（3位）
-首都 : 北京

鉄道関係のインフラに
30数パーセントが投入さ
れ、大都市郊外、内陸部
においてもさらなる発展
が期待できる。 提供：三井住友銀行（中国）有限公司 シート42



海外戦略 ― ⑦

その他ロシア 中国

■市場状況の良好なモスクワ市、モス
クワ州に地域を限定し事業展開を狙い
ます

■市場状況の安定的な大都市近郊、
郊外を優先地域とし、事業展開を狙
います

その他ロシア 中国

■“Walkable Community”をコンセプ
トの一つとし、環境に配慮した街づく
りを行いますます。

■景気の回復にはあと数年かかるとの
推測のもと、現段階から小規模開発か
ら開始し、リスクの軽減を図りなが

います。

■マンションと低層住宅の複合開発
を事業の中心とします。

りを行います。

■住宅開発（戸建、タウンホーム、コ
ンドミニアム）を中心に、オフィス、
商業施設などを複合したMixed Useのら開始し、リスクの軽減を図りなが

ら、景気の本格回復時に事業拡大を図
る体制を構築します。

■アッパーミドル層をターゲットにし

■低層住宅は当社の鉄骨オリジナル
構法のノウハウを活かしたプロダク
トを提供します。

開発事業も積極的に検討します。

■現地デベロッパーとのＪＶを中心に
開発事業を推進していきます。

た住宅地開発、住宅建設販売事業を現
地デベロッパー、ビルダーとの提携の
もと進めていきます。

■ロシアでの現状を踏まえ インフラ

■各拠点に現地法人を設置し円滑な
事業の推進を図ります。

■現地ビルダーとのＪＶ中で、当社の
環境技術を提供しながら建設事業を展
開します。Energy Starなど環境規格
に則った住宅建設事業を目指します■ロシアでの現状を踏まえ、インフラ

関係の整備が進んでいるプロジェクト
に限定しながら、事業機会の検討を進
めていきます。

■当社の目指すエコタウンに行政か
らの強い関心を頂いており、行政と
の連携を強固にしていきます。

に則った住宅建設事業を目指します。

■当社の環境開発に共感いただける現
地デベロッパーとの協力関係を構築
し、新たな事業機会を検討していきま

■ビルダーを買収することも視野に
入れて品質の安定した住宅の供給を
行います。

■ＳＨＡＷＯＯＤ
構法と現地仕様の
ハイブリット高断
熱住宅を建設し、

す。

現時点では詳細を対外発表出来る段階
ではありません。

モスクワモデル棟イメージパース
今秋完成予定

省エネ、環境に配
慮した事業を進め
ていきます。
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本資料は、当社が信頼できると考える情報に基づいて作成されておりますが、その正確性
および完全性に関しては保証できません。

また本資料に記載されている将来予測等に関する情報は、発表日現在での判断でありままた本資料に記載されている将来予測等に関する情報は、発表日現在での判断でありま
す。実際の業績等は今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性がある
ことをご了解ください。
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